平成22年度　第１回建設事業再評価監視委員会議事概要

日　　時　平成22年7月12日（月）　13時30分～15時40分

場　　所　大阪府立労働センター　709号室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・加茂委員・小池委員・多々納委員・土居委員・新川委員・
星野委員・曲田委員

議　　題　（１）委員長の選出等について
　　　　　（２）審議の進め方等について

　　　　　（３）審議対象事業について
（４）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）委員長の選出等について
◆　委員の互選により、松澤委員が委員長に選出された。また、松澤委員長により、新川委員が委員長代理に指名された。
（２）審議の進め方等について
◆　事務局から、本委員会の役割等の見直しについて説明。
・　本委員会を建設事業再評価監視委員会と改称し、審議対象を再評価と再々評価に限定した。事前評価と事後評価については、各部局において実施することとした。

・　本委員会の任務を事業実施の妥当性についての判断から、大阪府が行う再評価、再々評価の実施手続きの監視へ見直した。委員会では、各部局が作成した対応方針（原案）を府民目線でチェックしていただき、問題等が認められたときに意見を具申していただくよう改めた。

・　河川事業、ダム事業の再評価、再々評価に係る審議については、河川整備委員会に移管した。

・　委員については、各部局の上位計画策定に関わる審議会等の委員との重複を避けることとしたため、2名の委員にご退任いただいた。

・　本委員会では、予め各部局で作成した対応方針（原案）をご審議いただくこととしたので、評価調書の様式も一部見直し、「事業の必要性等」、「事業の進捗見込み」、「コスト縮減や代替案立案の可能性」の三つの視点における判定案とそれらを総合的に考慮した「対応方針（原案）」を記載する欄を追加した。
・　今年度の審議対象は再評価６件、再々評価８件の計14件なので、上期と下期に分けず一括でご審議いただくこととした。本日は全事業の概要説明を行い、個別事業の審議は次回以降にお願いしたいと考えている。
○　本委員会の名称に「監視」を入れた意味を説明してほしい。

⇒［事務局］

今年度から、各事業の所管部局において、あらかじめ作成した対応方針（原案）をご審議いただくこととした。部局から、「こういう考え方で事業継続したい」といった対応方針（原案）を示した上で、その原案に至る考え方をチェックしていただき、その過程に問題点などがあれば、それをご指摘いただく役割に変えさせていただいた。もともと、国土交通省の評価の実施要領では、こうした方式が規定されており、「評価監視委員会」という名称が用いられている。他府県でも多くはこうした手法が取られており、部局における評価を監視していただくという趣旨で監視委員会としたものである。

○　これまでのように、事業を継続すべきとか、中止すべきといった判断を直接的には行わなくても良いのか。
⇒［事務局］

そのとおり。
○　府民意見の募集や府民からの意見陳述については、今後も実施するのか。

⇒［事務局］

府民意見の募集や府民による意見陳述は、従来どおり行いたいと考えている。
○　現場視察は、どうするのか。
⇒［事務局］

現場視察も従来どおり行う予定である。本日、全事業の概要を説明させていただいた後に、ご希望等があれば伺い、委員長とも相談させていただいた上で調整したい。
○　部局が作成した原案を審議するということは分かったが、最終的に、この委員会として何らかの結論を出すのか、それとも委員個人の意見を報告するのか、どちらか教えてほしい。

⇒［事務局］

委員会として意見をまとめていただき、その意見を踏まえ、事業者である大阪府が最終的な評価を行うという方法に変わりはない。ただし、これまでのような原案を示さないやり方というのは、実は異例な形であったので、担当部局としての考え方を示し、委員会ではその考え方をチェックしていただくこととした。委員会としてのご意見をいただくという形は従前どおりである。
○　事業を継続すべきである、あるいは中止すべきであるといった判断は直接的には行わないが、問題点があれば、それを指摘するという形で良いのか。

⇒［事務局］

例えば、部局の原案で継続とされても、委員会としてのご意見が中止すべきとなった場合は、そういう意見を具申していただく。その意見具申を踏まえて、休止すべきかどうかという最終の判断を知事が行うという方法は変わっていない。

○　昨年度、この委員会では槇尾川ダムについて審議し、意見具申も行ったが、終極の段階で有識者会議ができて、この委員会とは全く違った結論を出してきた。知事は有識者会議の意見を重く受け止められたよう感じ、この委員会の意見がどの程度考慮されているのかという疑問を持った。今回、役割が監視に変わって、さらに軽くなったように感じる。

⇒［事務局］

本委員会のご意見を踏まえて、大阪府が結論を出すという構造自体は変わっていない。槇尾川ダムについては、本委員会の意見以外にも、非常に専門性の高い意見が途中で出てきたため、別に有識者会議を設けて、専門的な意見も聞こうという判断をされたのだと考えている。こうしたことを踏まえ、審議に高い専門性が必要な河川事業とダム事業については、府民目線で意見を述べる本委員会よりも河川整備委員会で事前評価から再評価まで一貫してご審議いただくほうが適切ではないかと考え、今回、このような枠組みに変更した。
○　事業主体の原案があらかじめ示されるにせよ、委員会としては、これまで同様、事業継続や中止、見直すべきといった意見を取りまとめるということか。
⇒［事務局］

昨年度までは、事業継続に対して疑問のない案件であっても、事業の必要性などを一つ一つ確認して、「事業継続妥当」という委員会のご判断をいただいていた。今後は、部局の作成する対応方針（原案）に問題がなければ、意見をまとめていただく必要はなく、対応方針（原案）自体が不適切であったり、考え方に何か問題点が認められたりした場合にのみ、委員会の意見として、ご指摘いただくよう見直した。
○　委員会としての結論を出すということに変わりはないということか。

◆［委員長］

昨年度までは、全ての案件について、継続妥当や中止すべきといった結論を出していたが、今後は、対応方針（原案）に問題がないと考えられる案件に対しては、委員会として意見を述べる必要はなく、問題点が認められたものについては、委員会として、問題があることを指摘し、見直すべきといった意見を述べる。その意見を踏まえて最終的に知事が判断されるということである。こういった基本方針で進めさせていただく。

（３）審議対象事業について

◆［委員長］

それでは、個別事業の審議に入りたい。本日は全14件の概要説明を受け、次回以降に重点的に審議する事業を判断したいと考えている。事務局から概要の説明をお願いしたい。
◆　事務局から①と②、道路交通安全事業「国道旧170号交差点改良」及び「堺大和高田線交差点改良」の事業概要を説明。

・　この2事業は、南北と東西を走る道路の同一交差点の改良事業である。国道旧170号は、交通事故防止のため右折レーンを設置し、歩行者道を拡幅するもので、用地交渉が難航したため、当初計画より１年遅延したが、用地協力が得られる見込みとなり、平成23年度中に完成する予定である。
・　堺大和高田線も同様に、交通事故防止を図るため、右折レーンを設置し、自転車歩行者道を拡幅するもので、用地交渉の難航により、当初計画より１年遅延したが、こちらはすでに買収が完了しており、来年度には完成する見込みである。
　・　事業個所では、依然として渋滞や事故が多発しており、必要性に変化は見られないため、2事業とも対応方針（原案）を事業継続が妥当としている。

○　評価調書の表現について、担当部局の判断としては「継続」とか「休止」と書くべきであって、「継続が妥当」との表現はおかしいと思う。事業主体の意思としては、言い切るべきである。
⇒［事務局］

ご指摘を踏まえて、評価調書の表現を改める。

○　両事業とも用地交渉の問題が、遅延の原因になっている。同様のケースはこれまでにもあったが、用地交渉が難航すると完成予定時期が延びてしまうので、用地取得の見込みを確認する必要があるのではないか。
⇒［事務局］

用地交渉が原因で遅れるケースは多いので、資料に用地交渉が難航している理由や今後の見込み等、用地買収に関する周辺情報を詳しく記載し、確認できるようにしたい。

○　現状では、用地交渉にどれくらいの期間を見込んでいるのか。また、どのような方法で用地買収を行っているのか。
⇒［都市整備部］

本件の場合、地権者同士で土地の境界に争いがあり買収が止まっていたが、1ヶ月ほど前から立会いにも応じてもらえるようになった。境界が確定すれば、交渉もスムーズに進むと考えており、遅くとも来年度中に買収し、工事を完了できる見込みである。交通安全事業では、収用により強制的に用地を取得することは難しい。地域の方に望まれることを前提としているので、ある程度の合意を得ながら事業に入っていくが、境界に争いがある場合や価格が折り合わない場合、借家人がおられる場合など、個別の事情により事業の進捗が見通せないケースがある。

◆［委員長］

用地買収が難航している案件については、これからは、買収の見込みに関する詳しい説明をお願いしたい。本日は、全ての審議案件についての概要説明を聞くことになっているので、次の大阪中央環状線鳥飼大橋架替について、事務局から説明をお願いしたい。
◆　事務局から③の道路事業「大阪中央環状線鳥飼大橋（北行）架替」の事業概要を説明。

・　耐震性の確保と、慢性的な交通渋滞の解消、歩行者等の安全確保のため、車道の拡幅、自転車歩行者道の設置を含む橋梁の架替えを行う事業。

・　新しい橋の車道部分はすでに完成、本年２月に供用を開始している。現在、歩行者が淀川を渡るための歩道橋が南行の橋梁にしかなく、下流側の住民は相当大きく迂回して、この歩道橋を利用しなければならない。そのため、北行の新橋にも自転車歩行者道を整備する必要がある。また、防災の観点から、今後、古い橋を撤去しなければならない。
・　平成20年度の財政再建プログラム（案）による公共事業費削減の影響でペースダウンしており、完成は当初計画より２年遅れの平成27年度になる見込みであるが、他に支障となる要因はなく、必要性にも変わりはないため、対応方針（原案）を事業継続としている。

○　工事の進捗が51パーセントということだが、用地買収は問題ないのか。

⇒［事務局］

本事業は、橋の架替工事なので、用地取得は必要ない。

◆［委員長］

特になければ、次の枚方富田林線泉佐野線について、事務局から説明をお願いしたい。

◆　事務局から④の道路事業「枚方富田林泉佐野線（梅が丘黒原線）」の事業概要を説明。
・　第二京阪道路の供用に伴い集中する交通を分散し、渋滞緩和を図るため、枚方富田林泉佐野線のバイパスを新たに整備する事業。第二京阪道路を挟む800メートル区間は、第二京阪道路の供用に合わせて本年3月20日に供用を開始している。
・　当初計画に比べ事業費が12億円増加しており、その内訳は、電線類を地中化する無電柱化工事の追加で約3.2億円、土質調査の結果、工法を見直す必要が生じたことで約3.3億円、警察等との協議により、市道との接続部の迂回路を見直す必要が生じたことで約1.5億円、補償対象物件の増加で約4億円となっている。

・　本区間はＪＲ学研都市線と交差するので、ＪＲ西日本との協議により、今後、事業費が変動する可能性がある。

・　用地交渉が難航していることと公共事業費削減の影響で、完成は当初計画から９年遅れの平成28年度の予定。用地協力は得られる見込みが立ったため、事業費確保の他に支障となる要因はなく、必要性にも変わりはないため、対応方針（原案）を事業継続としている。
○　3番目の中央環状線鳥飼大橋と本件は、総事業費が100億円を超えており、完成までの期間も比較的長く不確定な要素が多いので、さらなる計画変更の可能性もあると思われる。今後の見通しを慎重に確認しておく必要があるのではないか。
◆［委員長］

事業費が増加した理由については、次回、詳しい説明をお願いしたい。
○　こうした事業は完成するまで10年以上かかると思うが、完成時の交通量などは考慮しているのか。

⇒［都市整備部］

将来交通量の予測を考慮して事業を実施している。また、交通量予測は10年程度で見直されるので、再評価でB/C（費用便益比）を算出する際には、最新の交通量予測を反映させている。

○　全体事業費は116億円だが、B/CのC（費用）が121億円となっているのはなぜか。また、事業採択後に事業費が変動すればB/Cも変わるが、その点はどう考えれば良いか。
⇒［都市整備部］

B/CのCには維持管理費が入っており、現在価値化の処理も行っているので、総事業費の金額とは一致しない。

◆［委員長］

Ｂ（便益）とＣ（費用）の変化は非常に重要なので、次回、丁寧な説明をお願いしたい。
○　鉄道との立体交差で事業費が大幅に変動するケースが非常に多い。現状の事業費には、ＪＲとの立体交差の部分について、何がどの程度織り込まれていて、今後、どういった要因でどの程度変動する可能性があるのか、アバウトでも良いので教えてほしい。
○　事業費の大幅な変動があった場合は、この委員会の審議対象になるのか。

⇒［事務局］

総事業費が３割以上変動する場合に再評価の対象となる。

◆［委員長］

次の大阪枚岡奈良線について、事務局から説明をお願いしたい。

◆　事務局から⑤の道路事業「大阪枚岡奈良線」の事業概要を説明。

　・　右折車による渋滞の解消と自転車、歩行者の安全確保のため、右折レーンを設置し、自転車歩行者道を拡幅する事業。
・　現在、歩道は狭いところで幅１メートルほどしかなく、通勤時間帯には歩行者、自転車等が車道を通行し危険な状態である。また、依然として右折車による慢性的な交通渋滞も発生していることから必要性に変化はないが、財政再建プログラム（案）による公共事業費削減のため、事業自体は平成20年度以降休止している。
　・　用地は85パーセント取得済み、工事も59パーセントまで進捗しているが、予算が確保できないため、再開の目途も立っていない。ただし、地権者からの用地買取り請求への対応や歩行者等の安全確保のための暫定整備は現在も行っており、今後も対応が必要であるため、対応方針（原案）を中止ではなく休止としている。
・　なお、財政再建プログラム（案）の影響で休止となった事業については、平成20年度の建設事業評価委員会で報告しており、本事業もその中に含まれている。
・　昨年度の本委員会で、休止と中止の違いが分かりにくいとのご指摘があったため、事務局では、今後の見通しが立たない事業については、原則中止とする方針で整理したいと考えていたが、本件については、今後も歩行者等の安全対策や地権者からの用地買取り請求には対応する必要があることから休止としている。
○　何故、予算の目途が立てられないのか。

⇒［都市整備部］

財政再建プログラム（案）により事業費全体が圧縮され、平成20年度時点で事業を進めていた路線すべてを継続することが難しくなったことから、基本的には、完成が間近な事業を最優先で進め、次に道路のネットワークを形成するような府県間道路や高速道路へのアクセス道路などを若干ペースダウンしながら進めていくこととした。

　　それでも手が回らない路線については、参考資料のとおり、財政再建プログラム（案）の集中取組期間である平成20年度から22年度までの3年間、一時的に休止することとしたものである。
○　本件は、工事が59パーセントまで進捗している。ここまで進んでいない路線も他にまだたくさんあると思うが、何故、本件が休止になっているのか分からない。
⇒［都市整備部］

いま説明した考え方で事業の振り分けを行っているが、どうしても手が回り切らないものもあり、そういうものは一時休止という判断をしている。

○　そういった判断は部局の責任者が行うのか。あるいは、もっと上のレベルで判断されるのか。

⇒［都市整備部］

最優先やペースダウンの基本的な考え方といった道路事業の大きな方針は、知事まで上げて判断いただいているが、個別の路線が、その方針のどこに該当するかということは、部局内で判断している。
○　今年度の審議対象14件の中で本件だけが休止となっている。見方によれば、もともとやらなくても良い事業をやっていたという考え方もあるのではないか。

⇒［都市整備部］

現在の財政状況を踏まえ、止むに止まれず一時休止の扱いとしたもので、現場の状況から、部局としては、事業の必要性はあると判断している。用地の買取り申出への対応や歩行者等の安全確保のための暫定的な整備といった最低限必要な対応は今後も行っていきたい。
○　平成20年度の建設事業評価委員会で一時休止の報告がなされて、現在も休止中であれば、今回審議する必要はなく、事業を再開するときに審議すれば良いのではないか。

⇒［事務局］

現在、実態として休止されているが、建設事業評価では継続事業と扱われている。平成20年度は再評価の年ではなかったので、本委員会には、財政再建プログラム（案）の影響で一時休止とする報告だけを行い、ご審議いただいていない。今回初めて再評価の審議対象となったもの。
○　建設事業評価では継続とされているものの中で、財政再建プログラム（案）の影響により平成20年度以降一時休止となっている事業がこのほかにもあるのか。

⇒［事務局］

都市整備部の所管事業全体で22事業ある。平成20年度当時は、329箇所で事業を行っており、そのうち147箇所でペースダウン、22箇所で一時休止というのを2年前の財政再建プログラム（案）の中で決めている。22箇所のうち道路は17箇所である。
○　ペースダウンとはどうのどのような状態を示すのか。

⇒［都市整備部］

当初計画で想定していた供用の目標年次を後ろにずらしたり、計画している10区間のうち５区間だけをまず集中投資して一部供用を目指したり、事業は止めないが、進め方を若干スローにすることである。

○　予算の関係でペースダウンしたり、休止したり、結構自在にできるということか。

⇒［事務局］

財政再建プログラム（案）では、公の施設の廃止や私学助成のカット、職員給与のカットなどとともに、建設事業費についても原則２割削減された。これは、道路街路事業で２割削減、治水事業で２割削減等といった枠管理のプログラムになっており、その枠管理を実施するため、部局としては、ペースダウンするものと一時休止するものに振り分ける必要があったということである。
○　そのくらい臨機応変に対応できるのは、大変良いことだと思う。

○　本件は、行政の判断で休止されているが、この委員会として休止が適当であると判断するためには、行政が、休止が適当と判断した理由を確認する必要があると思う。次回、その判断理由についての詳しい説明をお願いしたい。
○　そういう情報を開示してもらえれば、当局も非常に苦労しているということが、府民目線で分かると思う。優先順位を決めてやることは大切なことで、休止は決して悪いことではないので、そういう情報を開示してもらいたい。

○　地権者からの事業地の買取り請求には対応するとのことだが、予算がない中、買収費用はどこから出すのか。また、中止にした場合は、それができなくなるのか。
⇒［都市整備部］

休止の場合、事業予算としては措置できないが、地権者の生活の見込みを変えてしまうことは避けなければならないので、全体の枠の中で工夫して対応していくことになる。また、中止の場合は、以後の事業は全く行わないということなので、請求があっても買い取ることはできない。
○　実際に請求はあるのか。

⇒［都市整備部］

ある。

◆［委員長］

次の枚方藤阪線について、事務局から説明をお願いしたい。

◆　事務局から⑥の街路事業「枚方藤阪線」の事業概要を説明。

・　事業費が３割以上増加するため、再評価対象となった。事業費は当初計画時の18億円から６億円増加し、24億円となっている。内訳は、無電柱化工事の追加で約3億円、当初計画時は下落傾向にあった地価が上昇に転じたことで約1.5億円、移転補償の対象物件が見込みより増加したことで約1.5億円となっている。
・　B/Cは、平成20年度の国のマニュアル改定と事業費の増加により、事前評価時の3.81から2.32に低下した。
・　用地交渉が難航したため、完成は当初計画から５年遅れの平成27年度の予定である。未買収地は収用手続きによる買収を検討することとしているため、遅延要因は解消する見込みである。
・　本路線は幅員が狭く、両側とも歩道未設置であることから、慢性的に交通混雑が発生している。沿道には枚方市民病院や関西外国語大学があり、特にラッシュ時は歩行者、自転車、自動車で混雑し、危険な状態である。事業の必要性に変化は見られないため、対応方針（原案）を事業継続としている。

○　事前に現場を見ておけば一番分かると思う。資料だけで議論をすると、実態とかけ離れた意見になってしまったりするのではないか。

⇒［事務局］

現場視察は行う予定にしている。本日、14件の概要を説明した後に、ご希望などを伺って調整したいと考えている。
○　無電柱化というのは、もともとの道路事業とは別なのではないか。道路整備の意思決定とは別に、無電柱化の意志決定があって、別々に工事するより、道路整備に合わせて無電柱化するほうが効率的だという理由でこうしているのなら、道路整備のコストが3割以上増加したという考え方でなくて良いと思う。このような場合は、もとの道路事業費に含めて考えるものなのかどうなのか教えてほしい。
○　ある目的のために予算を取って事業に着手し、その目的を果たすために必要なお金が増えてしまったというのと、当初の目的とは全く別の目的が出てきて、その目的を果たすために予算を追加するというのとでは意味が違う。ある目的のために採択された事業に、予算を追加することで別の目的を達成するというのは、すごく不透明で良くないことだと思う。
⇒［都市整備部］

本路線は歩道のない2車線道路で、車道の端に電柱が立っており、車道の端を通行する歩行者が車道側に避けて通るため、非常に危険な状態である。そのため両側に歩道を設置すると同時に無電柱化する事業で、歩行者等の安全を確保するという目的は同じであることから、本事業に含めて実施している。
○　最初から一緒に、計画的に実施できないものか。
　⇒［事務局］

本件の無電柱化は、普通の歩道だけをつくる事業のグレードを高くしたもの。事務局としては、グレードの高いものをつくるという意思決定がなされた理由などをご議論いただく必要があるのではないかと考えている。
◆［委員長］

予算の面では切り離してクリアにすべきといったご意見がある一方で、工事自体は一緒にやったほうが効率的ではある。その辺の考え方を一度、説明してほしい。
○　グレードを高くすることによって、どれだけ便益が増えるのか、仮に数字は出なくても、どういう意味が出てくるのかを積極的に説明する必要があるのではないか。また、本委員会でこうしたケースをどう見るか、もし別事業として見るのであれば、どういう場合なのか考えておく必要があると思う。
◆［委員長］

本件をモデルケースとして考えてみるというのも一つ。これまで、同様のケースをどのように考えて再評価しているのか、何らかの方針があるのなら、併せて説明してほしい。

○　事業着手後に新しいことが追加されるケースはよくあるのか。今回のケースは追加だが、新規事業として見る考え方もあると思う。4番の枚方富田林泉佐野線も同じく無電柱化を追加しているが、新規事業として見る場合と追加事業として見る場合の区分けのポイントはどこか。
○　ある目的を達成するために、ある事業が認められて、予算化されると思う。この路線が、電線を地中化する路線に推薦された目的は、必ずしも安全だけではなく、美化やその他のいろいろな目的も混ざっているのではないか。当初は、無電柱化しなくても、交通安全の目的が達成できるということで歩道設置の予算がついたと思う。交通安全以外の美化などの目的もあって予算が増えているのであれば、それらを混ぜてしまうのは良くない。目的が混在したときに、こういう考え方に基づいてこうしますというルールの整備が必要ではないか。

○　無電柱化する路線を指定するのは誰なのか教えてほしい。また、街路事業とは別の共同溝事業が入ってきているので、このままでは評価できないと思う。共同溝事業を分けて検討するテストケースとしてはどうか。
○　このようなことが良くないと感じる理由は二つある。一つは、ある非常に重要な目的を達成するための事業が、事業が追加されることで、やたら予算をたくさん使う悪い事業のように見えてしまう可能性があること。もう一つは、追加、追加で何となく不透明な状態で、予算が増額されてしまう可能性があること。この二つが問題だと思う。

◆［委員長］

今のご意見を参考に、次回、さらに議論をしたいと思う。再評価はここまでで、次からは再々評価の案件である。府営住宅の岸和田大町住宅について、事務局から説明をお願いしたい。

◆　事務局から⑦の再々評価、府営住宅建替え事業「岸和田大町住宅」の事業概要を説明。
・　昭和38年、39年度の建設で、老朽化が著しく耐震性が確保されておらず、居住水準が低い府営住宅480戸を建て替える事業。

・　480戸のうち、第１期178戸、第２期167戸は竣工済みで、現在、第３期の工事中である。文化財調査の調査範囲等の変更で、完成予定が再評価時の計画から２年遅れて、平成25年度となっているが、その他は概ね計画どおりに進捗している。事業の必要性にも変化は見られないことから対応方針（原案）を事業継続としている。

○　本件は、平成13年度の事業採択だが再々評価の対象になっているのは何故か。
⇒［事務局］

本件は、平成13年度に採択されて、本来であれば10年継続中で今回、再評価の対象となるが、平成17年度に計画変更で一度再評価されており、それから５年継続ということで、今回、再々評価の対象となった。

○　府営住宅はたくさんあるが、昭和30年代に建てたものは、ほとんど耐震性がないと考えてよいのか。耐震性のある住宅もあるのか。
⇒［住宅まちづくり部］

建築基準法が昭和55年に変わっており、それまでに建てられたものは耐震性能が低い可能性が高いが、構造によって、耐震性の高い住宅も低い住宅もある。現状では、府営住宅全体で耐震性のあるものが7割程度である。５年後には、耐震化9割を目指している。

○　耐震性について注目して建て始めたのはいつ頃からか。府営住宅は昭和30年代から建てているので、ほとんどの物件では耐震性が低いのではないか。
⇒［住宅まちづくり部］

昭和55年に建築基準法が変わった後に建てた住宅は耐震性があるので、老朽化の著しいものから建替えを順次進めてきた。平成17年度からは、老朽化に加えて耐震性の低い住宅を優先的に建て替えている。また、建築年が古くても、構造によっては、耐震性のある住宅もある。

○　建替えを決める評価のポイントは、耐震性の有無ということか。

⇒［住宅まちづくり部］

耐震性のないものを優先的に、建替えを進めている。

○　エレベーターがない住宅で高齢者が4階まで上がるというのは大変だが、その点はどのように考えているのか。

⇒［住宅まちづくり部］

建て替える場合は、バリアフリーの住宅に建て替えるが、建替えをしない場合は、後からエレベーターを付け加える工事を行っている。大阪府営住宅のストック総合活用計画という計画を立て、耐震改修と建替え、エレベーター設置工事、そういった工事は、この計画に従って順次進めている。

○　今回は、岸和田大町住宅が評価の対象となっているが、大阪府営住宅の総覧というか、簡単なもので良いので、耐震性やエレベーターの有無等をまとめた一覧表があれば、全体の中での優先性や必要性が確認できると思う。次回はそのような資料を用意してほしい。
◆［委員長］

時間がオーバーしているので、本日はこれまでとする。次回、残り7件の概要説明と今日の審議で追加の説明や資料提示の指示があった事項への対応をお願いしたい。ざっと見たところB/Cが大きく動いている案件もあるようなので、その要因などについても、次回、説明をお願いしたい。
　　また、審議対象案件については、府民意見を募集することとし、本日、審議していない7件についても一括して意見は募集するということでよろしいか。
◆［委員長］

ご異議がないようなので、そのようにさせていただく。現場視察はどうすれば良いか。

⇒［事務局］

次回、14件全部の説明が終わってから、ご希望を伺いたいと考えている。
◆［委員長］

本日、課題となった点については、次回以降審議を進めたい。また、本日、大阪府の対応方針（原案）について、特に課題がないと審議できた件は、委員会として意見は特にないという方向で進めていきたい。ただし、今後も何かお気付きの点など出てきた場合は、随時審議したいと考えている。
（４）その他

◆　事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。
・　④枚方富田林泉佐野線に関しては、鉄道との立体交差部の工事費として織り込んでいる内容と金額、今後の変動要因と変動しうる金額、また、今回事業費が増加した理由の詳しい説明。
・　⑤大阪枚岡奈良線に関しては、行政が休止と判断した理由、予算を確保できない理由。
・　⑥枚方藤阪線に関しては、事業費が増加した理由の詳しい説明、無電柱化の事業を街路事業に含めて実施する考え方。

・　⑦岸和田大町住宅に関しては、府営住宅全体の中で、この住宅建替えの優先度を確認できるような一覧表の提示。
・　B/Cの値が前回評価時から大きく変動しているものについては、その変動要因の説明、また、用地交渉が難航している案件については、その周辺状況の詳しい説明。

○　今年度の審議対象は14件だけということなら、審議スケジュールを見込めると思う。検討スケジュールを示してもらえると、我々としても事前に勉強できるので、ありがたい。是非、スケジュールを示してほしい。
⇒［事務局］

作成する。
◆［委員長］

それでは、本日はこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
以上
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